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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第82期

第３四半期連結
累計期間

第83期
第３四半期連結
累計期間

第82期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 236,203 256,995 353,922

経常利益 (百万円) 10,569 12,836 25,278

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 6,037 8,271 17,070

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △3,612 11,623 15,312

純資産額 (百万円) 120,916 140,270 139,905

総資産額 (百万円) 307,358 331,891 323,393

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

(円) 26.39 36.60 74.61

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 26.30 36.51 74.37

自己資本比率 (％) 39.1 42.0 43.0
 

 

回次
第82期

第３四半期連結
会計期間

第83期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 8.89 11.31
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

EDINET提出書類

三和ホールディングス株式会社(E01385)

四半期報告書

 2/20



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間末現在において、当社グループが判断したものであります。

(１) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における国内経済は、住宅着工戸数は弱含みとなりましたが、好調な企業収益を背景

に設備投資の拡大が続き、緩やかな回復基調となりました。海外（１月～９月）においては、米国経済は、一時的

にハリケーンの影響があったものの、個人消費と住宅着工件数は堅調に推移し、緩やかに成長が続きました。欧州

経済は、建設投資と設備投資が引き続き堅調で回復基調が継続しました。

このような環境下、当社グループは、長期経営ビジョン「三和グローバルビジョン２０２０」第二次３ヵ年計画

の２年目を迎え、「グローバル・メジャー」としての競争力を強化するため、グループ一丸となり取り組んでおり

ます。国内においては、既存事業の強化、連携による事業強化・拡大、防火設備の新しい検査・報告制度への対応

に引き続き注力するとともに、多品種化戦略の一環として日本スピンドル製造株式会社より建材事業を譲受けて三

和スピンドル建材株式会社を設立し、間仕切事業の拡大を図りました。米国では、開閉機事業の品質コスト改善や

原価低減、また、ドア事業における代理店、販売店向けの支援強化や製品別のチャネル戦略を通じてコア事業の基

盤強化とシェア拡大に努めました。欧州では、英国事業会社の完全子会社化を実施し、ガレージドアのシェア拡大

を更に推進するとともに、前年買収したノルスード社を活用して産業用ドア事業の拡大に努めるなど、事業基盤の

強化を図りました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は、前年同四半期比8.8％増の256,995百万円となりまし

た。利益面では、営業利益は、前年同四半期比14.1％増の13,209百万円、経常利益は前年同四半期比21.4％増の

12,836百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同四半期比37.0％増の8,271百万円となりました。

 

セグメントの業績は以下のとおりであります。

 

①日本

売上高は、重量シャッター、ビルマンションドア等の基幹商品、メンテサービス事業が増収となったことと新規

連結効果で前年同四半期比5.3％増の128,403百万円となりました。利益に関しましては、鋼材価格の値上がりの転

嫁と増収効果で前年同四半期比9.3％増の8,850百万円のセグメント利益となりました。

 

②北米

売上高は、主力のドア事業・開閉機事業が好調で増収になり、前年同四半期比8.7％増の82,087百万円（外貨ベー

スでは5.5％増）となりました。利益に関しましては、増収効果に加え、鋼材価格上昇を販売価格に転嫁したことに

より前年同四半期比13.1％増の5,159百万円のセグメント利益となりました。

 

③欧州

売上高は、既存事業の順調な進捗と前年買収したノルスード社と英国事業の連結効果により、大幅増収となり、

前年同四半期比20.0％増の46,453百万円（外貨ベースでは18.9％増）となりました。利益に関しましては、増収効

果に加え、鋼材価格上昇の価格転嫁策により前年同四半期比44.4％増の1,676百万円のセグメント利益となりまし

た。
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(２) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、主にたな卸資産の増加により、前連結会計年度末と比べ8,498百万円増

加し331,891百万円となりました。負債は、主に仕入債務の増加及び前受金の増加により、前連結会計年度末と比べ

8,134百万円増加し191,621百万円となりました。純資産は、主に配当による利益剰余金の減少と有価証券評価差額

金の増加により、前連結会計年度末と比べ364百万円増加し140,270百万円となりました。

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末と比べ1.0ポイント減少し42.0％となりました。

　

(３) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

　

(４) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

(５) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は3,241百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 550,000,000

計 550,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 235,000,000 235,000,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株
であります。

計 235,000,000 235,000,000 ― ―
 

(注)　提出日現在の発行数には、平成30年２月１日から本四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成29年10月１日～
平成29年12月31日

─ 235,000 ─ 38,413 ─ 39,902
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成29年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

(平成29年９月30日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 10,018,800
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 224,885,800
 

2,248,858 ―

単元未満株式 普通株式 95,400
 

― ―

発行済株式総数 235,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 2,248,858 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式80株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

(平成29年９月30日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
三和ホールディングス
株式会社

東京都新宿区西新宿
二丁目１番１号

10,018,800 ― 10,018,800 4.26

計 ― 10,018,800 ― 10,018,800 4.26
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、協立監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 40,478 34,968

  受取手形及び売掛金 73,450 ※2  61,639

  電子記録債権 7,303 ※2  8,337

  有価証券 17,289 16,712

  商品及び製品 9,222 10,901

  仕掛品 20,630 39,073

  原材料 18,127 20,435

  その他 12,887 8,347

  貸倒引当金 △1,311 △1,353

  流動資産合計 198,077 199,063

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 16,564 16,773

   土地 17,908 18,087

   その他（純額） 19,123 20,453

   有形固定資産合計 53,595 55,314

  無形固定資産   

   のれん 7,557 7,738

   その他 16,616 16,810

   無形固定資産合計 24,173 24,549

  投資その他の資産   

   投資有価証券 37,168 43,502

   退職給付に係る資産 5,496 5,744

   その他 5,186 4,031

   貸倒引当金 △305 △313

   投資その他の資産合計 47,546 52,965

  固定資産合計 125,315 132,828

 資産合計 323,393 331,891
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 45,750 ※2  49,984

  1年内償還予定の社債 3,000 3,000

  短期借入金 5,445 7,675

  1年内返済予定の長期借入金 11,391 8,779

  未払法人税等 4,828 1,593

  賞与引当金 5,533 3,862

  その他 32,276 45,905

  流動負債合計 108,225 120,800

 固定負債   

  社債 32,050 32,050

  長期借入金 22,852 20,605

  役員退職慰労引当金 290 340

  退職給付に係る負債 13,650 13,192

  その他 6,418 4,631

  固定負債合計 75,261 70,820

 負債合計 183,487 191,621

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 38,413 38,413

  資本剰余金 39,902 39,902

  利益剰余金 58,367 56,566

  自己株式 △7,837 △8,987

  株主資本合計 128,846 125,895

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,563 4,512

  繰延ヘッジ損益 △33 △98

  為替換算調整勘定 10,806 10,622

  退職給付に係る調整累計額 △2,271 △1,690

  その他の包括利益累計額合計 10,065 13,346

 新株予約権 302 205

 非支配株主持分 691 822

 純資産合計 139,905 140,270

負債純資産合計 323,393 331,891
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 236,203 256,995

売上原価 166,638 181,176

売上総利益 69,565 75,818

販売費及び一般管理費 57,990 62,608

営業利益 11,575 13,209

営業外収益   

 受取利息 153 237

 受取配当金 191 216

 有価証券売却益 - 0

 その他 360 214

 営業外収益合計 705 669

営業外費用   

 支払利息 450 445

 持分法による投資損失 680 141

 その他 579 455

 営業外費用合計 1,710 1,042

経常利益 10,569 12,836

特別利益   

 固定資産売却益 27 315

 投資有価証券売却益 15 -

 段階取得に係る差益 - 37

 特別利益合計 42 353

特別損失   

 固定資産除売却損 88 157

 投資有価証券売却損 - 2

 投資有価証券評価損 0 0

 子会社事業再構築費用 359 54

 関係会社整理損 10 17

 その他 29 3

 特別損失合計 488 235

税金等調整前四半期純利益 10,123 12,954

法人税等 4,034 4,612

四半期純利益 6,089 8,342

非支配株主に帰属する四半期純利益 52 71

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,037 8,271
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 6,089 8,342

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 527 2,948

 繰延ヘッジ損益 - △65

 為替換算調整勘定 △10,534 △170

 退職給付に係る調整額 601 580

 持分法適用会社に対する持分相当額 △295 △12

 その他の包括利益合計 △9,701 3,280

四半期包括利益 △3,612 11,623

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △3,567 11,549

 非支配株主に係る四半期包括利益 △45 73
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

当第３四半期連結累計期間において、新たに設立した三和スピンドル建材㈱及び株式の追加取得により

Novoferm UK Holdings Limited.他２社を連結の範囲に含めております。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

当第３四半期連結累計期間において、Novoferm UK Holdings Limited.の株式を追加取得したことにより持分

法適用関連会社から連結子会社に変更しております。
 

 

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

(税金費用の計算方法の変更）

従来、当社及び国内子会社は、税金費用については年度決算と同様の方法により計算しておりましたが、第１

四半期連結会計期間より連結納税制度を適用したことから、四半期決算の効率化を図るため、第１四半期連結会

計期間より連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四

半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、この変更による影響は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

項目
当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結累計期間を含む連結会計

年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算し

ております。ただし、見積実効税率を使用できない場合には、法定実

効税率を使用しております。なお、法人税等調整額は、法人税等に含

めて表示しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

１　偶発債務

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金等に対して、次のとおり保証を行っております。

(保証債務)

 

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

三和シヤッター(香港)有限公司 189百万円 160百万円

 （13,130千香港ドル） （11,130千香港ドル）

安和金属工業股分有限公司 252百万円 47百万円

 （68,244千台湾ドル） （12,550千台湾ドル）

上海宝産三和門業有限公司 249百万円 443百万円

 （15,321千元） （25,662千元）

Novoferm (Shanghai) Co.,Ltd. 287百万円 357百万円

 （17,664千元） （20,664千元）

VINA-SANWA COMPANY LIABILITY Ltd. 237百万円 296百万円

 （2,118千米ドル） （2,625千米ドル）

その他 0百万円 0百万円

計 1,217百万円 1,306百万円
 

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形等の処理

四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、期末日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形等を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

受取手形及び売掛金 ― 972百万円

電子記録債権 ― 168百万円

支払手形及び買掛金 ― 306百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 5,308百万円 5,531百万円

のれんの償却額 993百万円 1,193百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

　１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 2,973 13.0 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

平成28年10月31日
取締役会

普通株式 2,745 12.0 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金
 

 

　２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当四半期連結会計期間の末日後となるもの

 

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

　１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 2,974 13.0 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金

平成29年10月31日
取締役会

普通株式 3,374 15.0 平成29年９月30日 平成29年12月５日 利益剰余金
 

 

　２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当四半期連結会計期間の末日後となるもの

 

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

　 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

日本 北米 欧州 計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高       

外部顧客への売上高 121,933 75,522 38,704 236,159 44 236,203

セグメント間の内部
売上高又は振替高

4 30 25 59 △59 ―

計 121,937 75,552 38,729 236,218 △15 236,203

セグメント利益 8,095 4,563 1,160 13,820 △2,245 11,575
 

(注) １　調整額の内訳は、以下のとおりであります。

(1)売上高

・その他の売上高 44百万円
 

・セグメント間取引消去 △59百万円
 

(2)セグメント利益

・その他の利益 44百万円
 

・全社費用 △1,295百万円
 

・のれんの償却額 △993百万円
 

・セグメント間取引消去 0百万円
 

その他の内容は、管理業務に伴う付随的な活動によるものであります。

全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費などであります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３　各報告セグメントに属する主な国又は地域は以下のとおりであります。

北米…アメリカ、カナダ、メキシコ他

欧州…ドイツ、フランス、イタリア、オランダ、イギリス他

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

　 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

日本 北米 欧州 計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高       

外部顧客への売上高 128,403 82,087 46,453 256,945 49 256,995

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2 18 102 123 △123 ―

計 128,406 82,106 46,556 257,069 △73 256,995

セグメント利益 8,850 5,159 1,676 15,687 △2,477 13,209
 

(注) １　調整額の内訳は、以下のとおりであります。

(1)売上高

・その他の売上高 49百万円
 

・セグメント間取引消去 △123百万円
 

(2)セグメント利益

・その他の利益 49百万円
 

・全社費用 △1,333百万円
 

・のれんの償却額 △1,193百万円
 

・セグメント間取引消去 0百万円
 

その他の内容は、管理業務に伴う付随的な活動によるものであります。

全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費などであります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３　各報告セグメントに属する主な国又は地域は以下のとおりであります。

北米…アメリカ、カナダ、メキシコ他

欧州…ドイツ、フランス、イタリア、オランダ、イギリス他

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 (円) 26.39 36.60

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額 (百万円) 6,037 8,271

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額

(百万円) 6,037 8,271

普通株式の期中平均株式数 (千株) 228,779 225,965

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 (円) 26.30 36.51

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 (百万円) ― ―

普通株式増加数 (千株) 733 583

(うち新株予約権) (千株) (733) (583)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

中間配当金について

第83期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）中間配当については、平成29年10月31日開催の取締役会に

おいて、平成29年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

①　配当金の総額 3,374百万円
 

②　１株当たりの金額 15円00銭
 

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月９日

三和ホールディングス株式会社

取締役会  御中

 

協立監査法人
 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士　　朝　　田　　　潔　　　　印

 

 

業務執行社員  公認会計士　　田　　中　　伴　　一　　印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三和ホールディ

ングス株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月

１日から平成29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三和ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成29年12月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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